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港湾工事の床掘工で行われる出来形計測は，従来，レッドやシングルビーム測深で

行われてきたが，「マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（海上地盤改良工:床掘

工・置換工編）」が策定され，近年ではマルチビーム測深で計測する建設現場もある．

一方で，マルチビーム測深は，船舶艤装や，データ解析等に時間を要するという課題

がある．本検討は，床掘工の施工中に取得する施工履歴を活用した出来形計測手法を

用い，3 ヶ所の現地実証試験でその適用性を検討した．その結果，出来形管理基準値

を満足する比率が底面部で 98%，法面部で 91%であり，従来計測手法と同等に出来形

を評価できることが示された． 
キーワード: 床掘工，施工履歴，出来形計測 

 

1. はじめに 

国土交通省は，平成28年を「生産性革命元年」と位

置づけ，あらゆる建設生産プロセスにおける生産性向

上に向け、i-Constructionと呼ばれる取組みを推進し

ている．港湾分野では，平成29年度にICT浚渫工が導

入され，平成30年度からマルチビームを活用した深浅

測量が本格運用された． 

床掘工の出来形計測は，これまでレッドやシングル

ビーム測深により行われてきたが，令和3年4月に「マ

ルチビームを用いた深浅測量マニュアル（海上地盤改

良工:床掘工・置換工編）」が策定され，近年はマルチ

ビーム測深で計測する建設現場もある．マルチビーム

測深は，一度の計測で広範囲の詳細な 3 次元データが

得られるが，機器艤装やデータ解析に時間がかかると

いう課題がある．施工履歴データが出来形計測に活用

できれば，それらの時間や費用を削減でき，生産性向

上が期待できる． 

本稿では，現地実証試験により得られた施工履歴デ

ータをもとに，施工履歴を活用した出来形計測手法の

適用性の検証結果について述べる． 

 

2. 施工履歴による出来形計測手法の検討 

2.1 現行出来形管理基準 

床掘工の現行出来形管理基準は，「港湾工事共通仕様

書（令和5年3月）」で表-1のとおり規定されている1）.

法面は，法面に直角の許容範囲が示されており，これら

は法面勾配によって変わることに留意する必要がある． 

表-1 現行出来形管理基準 

 

 

 

 

 

2.2 施工履歴 

床掘工で使用する多くのグラブ浚渫船は，施工を効

率的に進めるために施工管理システムを搭載している.

施工管理システムは，バケット投入位置を図-1のよう

に深度別に色分けして示し，操作者はこれを確認しな

がら掘り残しがないように施工する． 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 施工管理システム画面表示例 

 

管理項⽬ 測定⽅法 測定密度 測定単位 許容範囲

⽔深(底⾯)
⾳響測深器、レッド⼜は
レベル等により測定 特記による 10cm

±30cm
⼜は特記による

⽔深(法⾯)
⾳響測深器、レッド⼜は
レベル等により測定 特記による 10cm

外側2m(法⾯に直⾓)
内側30cm(法⾯に直⾓)
⼜は特記による
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バケットの投入位置は，3次元座標と方向角より求め

られる．3次元座標は，クレーンブーム頂部平面位置座

標をバケット中心座標として，潮位やワイヤーロープ

の繰り出し長から求められるバケット閉口時刃先の深

度を鉛直座標として，1回のバケット投入ごとに1回取

得する．さらに，その時のクレーン旋回体の旋回角度

から，バケットの方向角も記録される． 

本検討では，施工管理システムに記録された施工中

のバケットの 3 次元座標及び旋回角度を施工履歴とし

て使用する. 

 

2.3 施工履歴による出来形計測手法 

ICT 海上地盤改良工（床掘工）では，施工履歴デー

タを用いた出来形計測および出来形管理の方法を規定

する基準類がないため，本検討における基本的なデー

タ処理等の手順は，「3 次元計測技術を用いた出来形管

理要領（案）（河川浚渫工編）」の施工履歴データを活

用する出来形計測を参考とする． 

河川浚渫工におけるバックホウ浚渫では，1 ㎡（1m

×1m格子）あたり1点以上の施工履歴による計測点を

取得し，現況地形より掘削されたデータかつ，標高が

最低のデータを任意の格子ごとに抽出し出来形評価用

データを作成することが規定されている2）． 

床掘工で使用するバケットは，バックホウ浚渫船の

バケットよりも大型であることが多い．床掘工におけ

る施工履歴の3次元座標は，前項のとおり1回のバケ

ット投入で得られる 1 点のみであるため，点群密度が

小さくなることが想定できる．さらに，掘り残しを防

ぐために，掘削範囲を水平方向に一部重複させて施工

することが多く，一定間隔とはならない．したがって，

床掘工で得られる 3 次元座標を，そのまま「3 次元計

測技術を用いた出来形管理要領（案）（河川浚渫工編）」

に準じて出来形計測に使用するのは困難であると想定

された． 

小嶋ら（2022）3）の研究によれば，点群を 0.71m 未

満の間隔で分配することにより，点群密度が 1 ㎡あた

り1点以上とすることができる（図-2）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 点群間隔の設定根拠図3） 

 

これを参考に，使用するバケットサイズに応じてバ

ケット範囲内に点群を分配し，施工履歴から点群デー

タを作成し，評価することとした．点群分配例を図-3

に示す．青丸がバケットの中心座標，白抜き赤丸がそ

れを分配した点群である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 バケット形状に合わせた点群分配例 

 

床掘工の施工では，施工条件に応じて掘削深度を層

ごとに分けて施工する．掘削方法は 2 種類に分けられ

る．1，2層目等初期段階ではバケット閉口時に掘り残

しが生じる荒掘り（定寸掘り）で施工する．最終層等

仕上げ段階では水平掘り（仕上げ掘り）で行う．ただ

し，法面は，各層で仕上げる必要があり，施工初期段

階は荒掘りと水平掘りが混在することになる． 

水平掘りした掘削箇所は，これまでの施工実績から

現行の出来形基準値を満足できる精度（±30cm）では

平坦性を確保されていると考えられ，バケット 1 投入

ごとの掘削箇所における掘削深度は同一と見なしても

問題ないと判断した． 

以上より，本検討では，2つの手法を比較検討した． 

方法1:荒掘りを含む全施工履歴を使用する手法(図-4） 

方法2：各層の施工履歴から水平掘りの施工履歴のみを

抽出する手法（図-5） 

掘削範囲が水平方向に重複した箇所は，1㎡に多数の

計測点が存在することが想定される．河川浚渫工にお

けるバックホウ浚渫を参考に，標高が最低のデータで

ある最深値を抽出して評価する. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 方法1による作業イメージ図 
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図-5 方法2による作業イメージ図 

 

3. 現地実証試験 

施工履歴による出来形計測手法の検討を行うため，3

ヶ所の施工現場で現地実証試験を行い，施工履歴データ

を取得した．各現地実証試験の条件を表-2に示す． 

 

表-2 現地実証試験の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計水深は，A工事が最も深く，B工事が最も浅かっ

た．C工事では2種類の水深の平坦面があった． 

対象土質は，A 工事，C 工事が砂質層，B 工事が溶結

凝灰岩である．B工事では原地盤が硬いため，9㎥の硬

度盤バケットを使用した. 

層厚は，A工事が最も薄く4層施工，B工事が最も厚

く7層施工であった．C工事の層厚は，A工事とB工事

の中間だが，形状が複雑であるため10層施工であった． 

施工履歴による出来形計測値の比較対象として，A工

事ではシングルビーム測深、B工事、C工事ではマルチ

ビーム測深による従来計測手法での出来形計測値も取

得した. 

 

4. 現地実証試験結果と考察 

4.1 設計深度との比較 

現地実証試験で得た施工履歴を用いて，1㎡格子での

掘削深度が出来形管理基準値をどの程度満足していた

かを調べた結果を表-3に示す．上段が方法１，下段が

方法2での結果である. 

 

表-3 現地実証試験における達成率一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表内の達成率は，格子数における出来形管理基準値

を満足した格子数の比率を表し，すべての工事で，90％

以上を確認した． 

底面部と法面部とを比較すると，底面部は最低でも

98％以上であるのに対し，法面部は91％以上とやや低

い傾向にあった．これは，実際の施工では，法面は階

段状に仕上げるが，法面に対するバケットの向きが一

定でないため，刃先の入り方が一様でないこと等が影

響していると考えられる．工事別に見ると，C工事の法

面部では，比較的出来形管理基準値よりも浅い格子が

多い．これは，バケットの重ね幅が小さいこと等が影

響していると考えられる。 

方法1と方法2とを比較すると，有意な差は見られ

ず，C工事ではすべて同値であった． 

なお，方法 2 は，点群データを作成する過程で水平

掘りの施工履歴を抽出するという作業が増えるため，

実用にあたっては，全施工履歴を使用する方法 1 がよ

り生産性向上に寄与すると考えられる． 

4.2 従来計測手法との比較 

従来計測手法による出来形計測値及び施工履歴によ

る出来形計測値を設計水深と比較した結果を図-6～8

に示す.図の上段は底面部、下段は法面部の結果で，青

色が従来計測手法，橙色が施工履歴による出来形計測

値である．グラフの左側は設計水深より深く，右側は

浅い． 

従来計測手法では，測定間隔 10m で出来形計測値を

取得し，同地点における施工履歴による出来形計測値

を比較した．なお，ここで用いる施工履歴は，前節の

とおり，生産性向上の観点から，方法 1 の手法で抽出

した最浅値である． 

底面部，法面部ともに従来計測手法は，すべての工

事で出来形管理基準値を満足しており，従来の出来形

A⼯事 B⼯事 C⼯事

-27.5m -18.0m -20.1m
-24.0m

砂質⼟ 溶結凝灰岩 礫混じり砂

約12,000㎥ 約1,800㎥ 約11,000㎥

1:2 1:1.5
1:2

1:2

容量 30㎥ 9㎥ 22㎥

開⼝幅 8.3m 6.2m 8.4m

奥⾏ 3.0m 2.2m 2.7m

6.2m
荒掘り2層
⽔平掘り2層

14.0m
荒掘り5層
⽔平掘り2層

9.6m
荒掘り9層
⽔平掘り1層

令和4年
6⽉〜7⽉

令和4年
6⽉〜7⽉

令和4年
10⽉〜11⽉

シングルビーム測深 マルチビーム測深 マルチビーム測深

対象⼟質

設計⽔深

バ
ケ
ỿ
ト

従来計測⼿法

施⼯時期

層厚

法勾配

施⼯⾯積

底⾯部 法⾯部 全体 底⾯部 法⾯部 全体 底⾯部 法⾯部 全体

11,905 5,375 17,280 1,898 3,880 5,778 1,599 3,150 4,749

11,776 5,212 16,988 1,874 3,819 5,693 1,599 2,875 4,474

浅 39 14 53 7 21 28 0 231 231

深 90 149 239 17 40 57 0 44 44

98.92% 96.97% 98.31% 98.74% 98.43% 98.53% 100.00% 91.27% 94.21%

底⾯部 法⾯部 全体 底⾯部 法⾯部 全体 底⾯部 法⾯部 全体

12,244 5,537 17,781 1,825 3,916 5,741 1,599 3,150 4,749

12,124 5,305 17,429 1,808 3,869 5,677 1,599 2,875 4,474

浅 0 5 5 0 9 9 0 231 231

深 120 227 347 17 38 55 0 44 44

99.02% 95.81% 98.02% 99.07% 98.80% 98.89% 100.00% 91.27% 94.21%

⽅法2
C⼯事B⼯事A⼯事

A⼯事 B⼯事 C⼯事

達成率

基準値内

格⼦数

達成率

基準値内

格⼦数

基準値外

基準値外

⽅法1
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検査では合格と判定できる． 

底面部の施工履歴による出来形計測値は，B工事，C

工事ではすべて出来形管理基準値を満足し，設計水深

との差は従来計測手法と同程度であった．A工事では，

165点中4点（約2%）が出来形管理基準値外であった．

これは，バケットサイズが大きいため，局所的に深掘

りが生じたと推察される． 

法面部の施工履歴による出来形計測値は，A工事，B

工事では設計水深よりも深く，C工事では浅い傾向にあ

った．A工事で73点中6点（約8%），C工事で35点中

1 点（約 3%）が出来形管理基準値外であった．法面が

崩壊しやすい現場では浅めに掘り進める等，施工条件

による影響が大きいと考えられる． 

出来形管理基準値外となる割合が底面部よりも法面

部で多いことは，前節の達成率の評価と同じ傾向であ

る．今後もさらなるデータ収集と，具体的な施工手順

を踏まえた検討が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 A工事における設計水深との差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 B工事における設計水深との差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 C工事における設計水深との差 

 

5. おわりに 

今回の検討では，床掘工における施工履歴による出

来形計測手法を検討した．全施工履歴から最深値を抽

出する手法を考案し，3ヶ所での現地実証試験での達成

率は，底面部で98%以上，法面部で91%以上を確認でき

た．さらに，従来計測手法による出来形計測値との比

較では，施工条件等に起因する差はあると推察される

ものの，特に底面部では同程度の結果を得られること

ができた．今後の課題としては，施工条件を踏まえた

法面部の検証と，出来形管理基準の設定に向けた適切

な達成率の設定等が考えられる．本資料が港湾工事の

生産性向上の一助になれば幸いである． 
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